
京都市市税条例施行細則等の一部を改正する規則を公布する。 

  平成２６年１１月２１日   

京都市長 門 川 大 作   

京都市規則第  号 

   京都市市税条例施行細則等の一部を改正する規則 

（京都市市税条例施行細則の一部改正） 

第１条 京都市市税条例施行細則の一部を次のように改正する。 

  第２条第１項の表市民税の項中「の賦課徴収並びに過料の決定」を削り，「及び」の右

に「過料の」を加える。 

  様式第３号１（第１面）備考以外の部分及び同様式２備考以外の部分中「京都市  区

長」を「京都市長」に改め，同様式３備考以外の部分中「京都市  区長 印」を「京

都市長 印」に改める。 

様式第４号の２ １備考以外の部分及び様式第２０号中「京都市  区長」を「京都

市長」に改める。 

（京都市区役所事務分掌規則の一部改正） 

第２条 京都市区役所事務分掌規則の一部を次のように改正する。 

  第１条第１項の表北区役所及び中京区役所の款区民部の項，上京区役所及び西京区役

所の款区民部の項及び左京区役所及び下京区役所の款区民部の項中 

 「    

 市民窓口課 記録係長 窓口係長 

 を 
 市民税課 市民税係長 

   」 

 「    

 市民窓口課 記録係長 窓口係長  に改め，同表東山区役所の款 

   」 

 区民部の項中「市民税係長 土地係長」を「土地係長」に改め，同表山科区役所の款区

民部の項，南区役所及び右京区役所の款区民部の項及び伏見区役所の款区民部の項中 

 「    

５３



 市民窓口課 記録係長 窓口係長 

 を 
 市民税課 市民税係長 

   」 

 「    

 市民窓口課 記録係長 窓口係長  に改める。 

   」 

  第６条区民部の款市民税課の項を削り，同款課税課の項中「市民税課の項及び」を削

り，同款納税課の項第１号中「に係る徴収金」を「（区長に権限が委任されたものに限

る。以下同じ。）に係る徴収金」に改め，同項に次の９号を加える。 

    税務に係る収入金の調定に関すること。 

    市税に係る証明（電子計算機の端末機から出力することができない事項に関する

ものに限る。）に関すること。 

    証明，閲覧等の手数料の調定及び徴収に関すること。 

    鑑札の交付に関すること。 

    租税特別措置法施行令による住宅用家屋の証明に関すること。 

    現金及び有価証券の出納及び保管に関すること。 

    現金の記録管理に関すること。 

    収入及び支出の証拠書類の整理及び保管に関すること。 

    その他税務及び会計に関すること。 

（京都市区役所支所事務分掌規則の一部改正） 

第３条 京都市区役所支所事務分掌規則の一部を次のように改正する。 

  第１条第１項の表西京区役所洛西支所の款区民部の項，伏見区役所深草支所の款区民

部の項及び伏見区役所醍醐支所の款区民部の項中「市民税係長 固定資産税係長」を「固

定資産税係長」に改める。 

  第６条区民部の款課税課の項第１号を削り，同項第２号中「市税（区長に権限が委任

されたものに限る。以下同じ。）」を「固定資産税（償却資産に係るものを除く。以下こ

の項において同じ。）及び都市計画税」に改め，同号を同項第１号とし，同項中第３号

及び第４号を削り，第５号を第２号とし，第６号を第３号とし，同項第７号中「（償却

資産に係るものを除く。）」を削り，同号を同項第４号とし，同項中第８号から第１０号



までを削り，第１１号を第５号とし，第１２号から第１５号までを削り，同款納税課の

項第１号中「に係る徴収金」を「（区長に権限が委任されたものに限る。以下同じ。）に

係る徴収金」に改め，同項に次の９号を加える。 

    税務に係る収入金の調定に関すること。 

    市税に係る証明（電子計算機の端末機から出力することができない事項に関する

ものに限る。）に関すること。 

    証明，閲覧等の手数料の調定及び徴収に関すること。 

    鑑札の交付に関すること。 

    租税特別措置法施行令による住宅用家屋の証明に関すること。 

    現金及び有価証券の出納及び保管に関すること。 

    現金の記録管理に関すること。 

    収入及び支出の証拠書類の整理及び保管に関すること。 

    その他税務及び会計に関すること。 

（京都市区長委任規則の一部改正） 

第４条 京都市区長委任規則の一部を次のように改正する。 

  第１条中第７号を削り，第８号を第７号とし，第９号から第１４号までを１号ずつ繰

り上げる。 

（京都市会計規則の一部改正） 

第５条 京都市会計規則の一部を次のように改正する。 

  第３条第１項各号列記以外の部分中「，第７項又は第８項」を「又は第７項」に，「第

１条第４項又は第５項」を「第１条第４項，第５項又は第９項」に，「第２条第４項又

は第５項」を「第２条第４項，第５項又は第９項」に改め，同条第２項中「第１条第３

項又は第９項」を「第１条第３項，第６項又は第７項」に，「第２条第３項又は第９項」

を「第２条第３項，第６項又は第７項」に改める。 

  第４条第１項各号列記以外の部分中「第２条第４項又は第５項」を「第２条第４項，

第５項又は第９項」に改める。 

  第５条第１項各号列記以外の部分中「第２条第３項，第６項又は第７項」を「第２条

第３項又は第６項」に改める。 

  第１６条第２項中「区役所区民部市民税課，同部課税課，区役所支所区民部課税課」

を「区役所区民部納税課，区役所支所区民部納税課」に改める。 



  第３８条第３項中「又は同部収納対策課長」を「，同部収納対策課長，市税事務所市

民税室市民税第一課長又は区役所及び区役所支所の区民部納税課長」に，「，同課長」

を「及び同課長」に改め，「及び市税（府民税及び徴収の嘱託を受けた地方税を含む。

以下同じ。）又は市税に係る諸収入金の収納権限を有する区出納員」を削る。 

  第５２条第２項第２号中「市税」の右に「（府民税及び徴収の嘱託を受けた地方税を

含む。以下同じ。）」を加える。 

  別表第２ １中第７１号を第７３号とし，第５６号から第７０号までを２号ずつ繰り

下げ，第５５号を第５６号とし，同号の次に次の１号を加える。 

  (５７) 区役所及び区役所支所の区民部納税課長 

  別表第２ １中第５４号を第５５号とし，第１１号から第５３号までを１号ずつ繰り

下げ，第１０号の次に次の１号を加える。 

  (１１) 市税事務所市民税室市民税第一課長 

  別表第２ ２中第２号及び第３号を削り，第４号を第２号とし，第５号から第９号ま

でを２号ずつ繰り下げ，同表に次の１号を加える。 

  市税事務所市民税室市民税第一課長 

  別表第４中「第１３９号 削除」を「第１３９号 市税事務所市民税室市民税第一課

長」に，「第１４１号 削除」を「第１４１号 北区役所区民部納税課長」に， 

 「第１４３号 削除 
を 

「第１４３号 上京区役所区民部納税課長 
に， 

 

  第１４４号 削除」 第１４４号 左京区役所区民部納税課長」  

 「第１４７号 削除  「第１４７号 中京区役所区民部納税課長   

  第１４８号 削除   第１４８号 東山区役所区民部納税課長   

  第１４９号 削除   第１４９号 山科区役所区民部納税課長   

  第１５０号 削除   第１５０号 下京役所区民部納税課長   

  第１５１号 削除   第１５１号 南区役所区民部納税課長   

  第１５２号 削除 を  第１５２号 右京区役所区民部納税課長  に改め 

  第１５３号 削除   第１５３号 西京区役所区民部納税課長   

  第１５４号 削除   第１５４号 西京区役所洛西支所区民部納税課長  

  第１５５号 削除   第１５５号 伏見区役所区民部納税課長  

  第１５６号 削除   第１５６号 伏見区役所深草支所区民部納税課長  

  第１５７号 削除」   第１５７号 伏見区役所醍醐支所区民部納税課長」  



 る。 

 

「第１号 西京区役所洛西支所区民部課税課長及び納税課長 

 
第２号 山科区役所区民部市民税課長及び納税課長 

第３号 伏見区役所深草支所区民部課税課長及び納税課長 

第４号 北区役所区民部市民税課長及び納税課長 

別表第５中 

第５号 上京区役所区民部市民税課長及び納税課長 

を 
第６号 左京区役所区民部市民税課長及び納税課長 

第７号 中京区役所区民部市民税課長及び納税課長 

第８号 東山区役所区民部課税課長及び納税課長 

 第９号 下京区役所区民部市民税課長及び納税課長  

第１０号 南区役所区民部市民税課長及び納税課長 

第１１号 右京区役所区民部市民税課長及び納税課長 

第１２号 伏見区役所区民部市民税課長及び納税課長  」 

「第１号 西京区役所洛西支所区民部納税課長 

に，「第１９号 西京区役所区民部市 

第２号 山科区役所区民部納税課長 

第３号 伏見区役所深草支所区民部納税課長 

第４号 北区役所区民部納税課長 

第５号 上京区役所区民部納税課長 

第６号 左京区役所区民部納税課長 

第７号 中京区役所区民部納税課長 

第８号 東山区役所区民部納税課長 

第９号 下京区役所区民部納税課長 

第１０号 南区役所区民部納税課長 

第１１号 右京区役所区民部納税課長 

第１２号 伏見区役所区民部納税課長   」

 民税課長及び納税課長」を「第１９号 西京区役所区民部納税課長」に，「第４１号 伏

見区役所醍醐支所区民部課税課長及び納税課長」を「第４１号 伏見区役所醍醐支所区

民部納税課長」に，「第５８号 右京区役所京北出張所長」を 

「第５８号 右京区役所京北出張所長 

   第５９号 市税事務所市民税室市民税第一課長」
に改める。 



（京都市物品会計規則の一部改正） 

第６条 京都市物品会計規則の一部を次のように改正する。 

  別表第２行財政局の項中  

 「 

歴 史 資 料 館 
庶務を担当する担当課長

補佐又は担当係長 
 を 

                               」 

 「 

歴 史 資 料 館 
庶務を担当する担当課長

補佐又は担当係長  に改め，同表北区 

市 税 事 務 所 庶 務 係 長 

                               」 

 役所，上京区役所，中京区役所及び西京区役所の項中 

 「 

市 民 窓 口 課 記 録 係 長 

 を 
市 民 税 課 市 民 税 係 長 

                               」 

 「 

市 民 窓 口 課 記 録 係 長  に改め，同表左京 

                               」 

 区役所，山科区役所，下京区役所，南区役所及び伏見区役所の項中  

 「 

市 民 窓 口 課 記 録 係 長 

 を 

市 民 税 課 市 民 税 係 長 

                               」 

 「 



市 民 窓 口 課 記 録 係 長  に改め，同表東山 

                               」 

 区役所の項中「市民税係長」を「土地係長」に改め，同表右京区役所の項中 

 「 

市 民 窓 口 課 記 録 係 長 
 を 

市 民 税 課 市 民 税 係 長 

                               」 

 「 

市 民 窓 口 課 記 録 係 長  に改め，同表西京 

                               」 

 区役所洛西支所及び伏見区役所深草支所の項及び伏見区役所醍醐支所の項中「市民税係

長」を「固定資産税係長」に改める。 

（京都市金銭登録機の使用を伴う歳入金等徴収事務規則の一部改正） 

第７条 京都市金銭登録機の使用を伴う歳入金等徴収事務規則の一部を次のように改正す

る。 

  第２条第２号中「行財政局税務部納税推進課」の右に「，市税事務所市民税室」を加

え，同条第４号中「，区役所支所又は右京区役所京北出張所」を「又は区役所支所」に

改める。 

  第５条第１項中「第２条第１号」の右に「，第２号，第４号，第５号又は第９号」を，

「主管する」の右に「区役所，区役所支所又は区役所出張所の」を加え，「すみやかに」

を「速やかに」に改め，同条第２項中「すみやかに」を「速やかに」に改める。 

（京都市会計管理者及び区会計管理者の職務代理規則の一部改正） 

第８条 京都市会計管理者及び区会計管理者の職務代理規則の一部を次のように改正する。 

  第２条第１項中「区民部市民税課長又は同部課税課長（以下「市民税課長等」を「区

民部納税課長（以下「納税課長」に改め，同条第２項中「市民税課長等」を「納税課長」

に，「区民部市民税課市民税係長又は同部課税課市民税係長（以下「市民税係長」を「区

民部納税課担当課長補佐又は担当係長（以下「納税課担当課長補佐等」に改め，同条第

３項中「市民税係長」を「納税課担当課長補佐等」に改める。  

（京都市事務分掌規則の一部改正） 



第９条 京都市事務分掌規則の一部を次のように改正する。 

  第１条第１項の表行財政局の款税務部の項中「効率化企画係長」を削る。 

  第８条税務部の款税制課の項中第１２号と第１３号とし，第１１号を第１２号とし，

第１０号の次に次の１号を加える。 

    納税貯蓄組合及び納税の普及に関すること。 

  第８条税務部の款納税推進課の項に次の１号を加える。 

    固定資産課税台帳（償却資産に係るものに限る。）の閲覧の手数料の調定及び徴収

に関すること。 

（京都市区役所等に属する職員の兼職及び併任に関する規則の一部改正） 

第１０条 京都市区役所等に属する職員の兼職及び併任に関する規則の一部を次のように

改正する。 

  第１条第４項中「全ての区役所の区民部市民税課（以下「市民税課」という。）及び全

ての区役所又は区役所支所の区民部課税課（以下「課税課」という。）並びに」を削り，

同条第６項中「市民税課に」を「納税課に」に，「当該市民税課」を「納税推進課及び

当該納税課」に，「の市民税課」を「の納税課」に改め，「及び全ての課税課」を削り，

同条第７項を削り，同条第８項中「全ての市民税課及び課税課」を「納税推進課及び全

ての納税課」に改め，同項を同条第７項とし，同条第９項を削り，同条第１０項を同条

８項とし，同項の次に次の１項を加える。 

 ９ 市税事務所市民税室に属する職員は，その職にある間，辞令を用いることなく，納

税推進課及び全ての納税課の職員に兼職されたものとみなす。 

  第１条中第１１項を第１０項とし，第１２項から第２０項までを１項ずつ繰り上げる。 

  第２条第３項第５号中「及び固定資産税」を「，固定資産税及び都市計画税」に改め，

同条第４項各号列記以外の部分中「次に掲げる」を「市税（区長に権限が委任されたも

のに限る。以下同じ。）に係る徴収金（市税に係る過料を含む。以下同じ。）の徴収（市

税の減免に関することを除く。）に関する」に改め，同項各号を削り，同条第５項第３

号中「及び固定資産税」を「，固定資産税及び都市計画税」に改め，同条第６項中「市

税に係る証明に関する事務で，当該職員が本来属する市民税課以外の市民税課及び課税

課の所管に属するもの」を「次に掲げる事務」に改め，同項に次の２号を加える。 

    市民税（普通徴収の方法により徴収するもの及び老齢等年金給付から特別徴収の

方法により徴収するものを除く。），固定資産税（償却資産に係るものに限る。），特



別土地保有税，入湯税及び事業所税に係る徴収金の徴収に関すること。 

    市税に係る証明に関する事務で，当該職員が本来属する納税課以外の納税課の所

管に属するものに関すること。 

  第２条第７項を削り，同条第８項中「前条第８項」を「前条第７項」に，「市税に係る

証明に関する事務で，市民税課及び課税課の所管に属するもの」を「次に掲げる事務」

に改め，同項に次の２号を加える。 

    市民税，固定資産税（償却資産に係るものに限る。）及び軽自動車税に係る証明（市

民税に係る証明及び当該固定資産税に係る納税の証明にあっては，電子計算機の端

末機から出力することができない事項に関するものに限る。）に関すること。 

    市税に係る証明（電子計算機の端末機から出力できない事項のうち，固定資産税

（償却資産に係るものを除く。）及び都市計画税に係るものに限る。）に関すること。 

  第２条第８項を同条第７項とし，同条第９項を削り，同条第１０項各号列記以外の部

分中「前条第１０項」を「前条第８項」に改め，同項第１号中「（市税に係る過料を含

む。以下同じ。）」を削り，同項を同条第８項とし，同項の次に次の１項を加える。 

 ９ 前条第９項の規定により兼職されたものとみなされる職員は，次に掲げる事務に従

事させる。 

    市民税，固定資産税（償却資産に係るものに限る。）及び軽自動車税に係る証明（市

民税に係る証明及び当該固定資産税に係る納税の証明にあっては，電子計算機の端

末機から出力することができない事項に関するものに限る。）に関すること。 

    市税に係る徴収金の徴収（市税の減免に関することを除く。）に関すること。 

    鑑札の交付に関すること。 

    租税特別措置法施行令による住宅用家屋の証明に関すること。 

    現金及び有価証券の出納及び保管に関すること。 

    現金の記録管理に関すること。 

    収入及び支出の証拠書類の整理及び保管に関すること。 

  第２条第１１項各号列記以外の部分中「前条第１１項」を「前条第１０項」に改め，

同項を同条第１０項とし，同条第１２項中「前条第１２項」を「前条第１１項」に改め，

同項を同条第１１項とし，同条第１３項中「前条第１３項」を「前条第１２項」に改め，

同項を同条第１２項とし，同条第１４項各号列記以外の部分中「前条第１４項」を「前

条第１３項」に改め，同項第１号中「第１１項各号」を「第１０項各号」に改め，同項



を同条第１３項とし，同条第１５項中「前条第１５項」を「前条第１４項」に，「第１

１項各号」を「第１０号各号」に改め，同項を同条第１４項とし，同条第１６項中「前

条第１６項」を「前条第１５項」に改め，同項を同条第１５項とし，同条第１７項各号

列記以外の部分中「前条第１７項」を「前条第１６項」に改め，同項を同条第１６項と

し，同条第１８項中「前条第１８項」を「前条第１７項」に改め，同項を同条第１７項

とし，同条第１９項各号列記以外の部分中「前条第１９項」を「前条第１８項」に，「同

条第２０項」を「同条第１９項」に改め，同項を同条第１８項とする。 

（京都市職員特殊勤務手当支給規則の一部改正） 

第１１条 京都市職員特殊勤務手当支給規則の一部を次のように改正する。 

  第３条の表賦課徴収業務手当の款税務部に勤務する職員の項中「税務部」の右に「又

は市税事務所」を加える。 

  第１１条の表賦課徴収業務手当の款区役所若しくは区役所支所の区民部の市民税課，

固定資産税課，課税課又は納税課に勤務する職員の項中「市民税課，」を削る。 

  第１８条を第１９条とし，第１７条を第１８条とし，第１６条を第１７条とし，第１

５条の次に次の１条を加える。 

 （併給の禁止） 

 第１６条 第３条に規定する賦課徴収業務手当を支給される日については，第１１条に

規定する賦課徴収業務手当（市税の賦課，徴収，収納等の業務に従事したときに支給

するものに限る。）は，支給しない。 

   附 則 

 この規則は，平成２６年１１月２５日から施行する。 

（行財政局人事部人事課） 

 

 


